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労働政策研究・研修機構中期目標（第３期） 

 

独立行政法人通則法（平成11年法律第

103号）第29条第１項の規定に基づき、独

立行政法人労働政策研究・研修機構が達成

すべき業務運営に関する目標（以下「中期

目標」という。）を次のとおり定める。 

 

 

 

 

平成24年３月２日 

 

 

厚生労働大臣 小宮山 洋子 

 

 

 

（前文） （略） 

 

第１ （略） 

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

通則法第29条第２項第２号の業務運営

の効率化に関する事項は、次のとおりとす

る。 

 

１ （略） 

 

 

労働政策研究・研修機構中期目標（第３期） 

 

独立行政法人通則法（平成11年法律第

103号）第29条第１項の規定に基づき、独

立行政法人労働政策研究・研修機構が達成

すべき業務運営に関する目標（以下「中期

目標」という。）を次のとおり定める。 

 

 

 

 

平成24年３月２日 

平成26年○月○日 変更指示 

 

厚生労働大臣 小宮山 洋子 

 

 

 

（前文） （略） 

 

第１ （略） 

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

通則法第29条第２項第２号の業務運営

の効率化に関する事項は、次のとおりとす

る。 

 

１ （略） 

 

 

労働政策研究・研修機構中期計画（第３期） 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第

103 号）第 29 条第１項の規定に基づき、

平成 24 年３月２日付けをもって厚生労働

大臣から指示のあった独立行政法人労働

政策研究・研修機構中期目標（第３期）を

達成するため、同法第 30 条の規定に基づ

き、次のとおり、独立行政法人労働政策研

究・研修機構中期計画（第３期）を定める。 

 

平成 24 年４月１日 

 

 

独立行政法人労働政策研究・研修機構 

理事長 山口 浩一郎 

 

 

（前文） （略） 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

 

 

 

 

１ （略） 

 

 

労働政策研究・研修機構中期計画（第３期） 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第

103 号）第 29 条第１項の規定に基づき、

平成 24 年３月２日付けをもって厚生労働

大臣から指示のあった独立行政法人労働

政策研究・研修機構中期目標（第３期）を

達成するため、同法第 30 条の規定に基づ

き、次のとおり、独立行政法人労働政策研

究・研修機構中期計画（第３期）を定める。 

 

平成 24 年４月１日 

平成 26 年○月○日 変更認可 

 

独立行政法人労働政策研究・研修機構 

理事長 山口 浩一郎 

 

 

（前文） （略） 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

 

 

 

 

１ （略） 

 

 

資料４－４ 
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２ 組織運営体制の見直し 

 

（１）「独立行政法人の制度・組織の見

直しの基本方針」（平成24年１月20

日閣議決定）に基づき、独立行政法人

労働安全衛生総合研究所との統合に

ついての検討を行うこと。また、「独

立行政法人の事務・事業の見直しの基

本方針」（平成22年12月７日閣議決定）

に基づく労働大学校の国への移管に

ついても準備を進めること。 

 

（２） 質の高い労働政策研究の実施の

ため、専任職員のいない課を削減する

とともに、労働行政担当職員研修（労

働大学校）を国に移管することに伴

い、間接部門の業務量が削減されるこ

とを踏まえ、重複業務の一元化及び事

務処理の一層の効率化を進めること

により、組織の再編と併せて、職員構

成を含め業務量に見合った運営体制

の見直しを行うこと。 

また、調査員は、労働政策研究に資

する内外の労働事情、統計に係る各種

データ等の継続的収集・整理を行うも

のとし、調査員の専門性に応じて、第

３の１の（１）イからハまでに掲げる

労働政策研究についても研究員と連

携すること。こうした調査員が行う業

務については、その意義を一層明確に

する観点から、調査員の位置付けを改

めて検証し、必要性の乏しい業務は廃

２ 組織運営体制の見直し 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質の高い労働政策研究の実施のため、

専任職員のいない課を削減するととも

に、間接部門の縮減による内部組織の合

理化を図り、平成25年度の常勤職員数か

ら5人以上削減し、職員構成を含めた組

織再編に取り組むこと。 

また、調査員は、労働政策研究に資す

る内外の労働事情、統計に係る各種デー

タ等の継続的収集・整理を行うものと

し、調査員の専門性に応じて、第３の１

の（１）イからハまでに掲げる労働政策

研究についても研究員と連携すること。

こうした調査員が行う業務については、

その意義を一層明確にする観点から、調

査員の位置付けを改めて検証し、必要性

の乏しい業務は廃止するとともに、外部

委託や非常勤職員を最大限活用した徹

底的な業務の見直しを行い、調査員の担

う業務は真に必要なものに厳選し、併せ

て要員についても適正規模に縮減する

２ 効率的かつ効果的な業務運営体制

の整備 

（１）「独立行政法人の制度・組織の見

直しの基本方針」（平成 24 年１月 20

日閣議決定）に基づき、独立行政法人

労働安全衛生総合研究所との統合に

ついての検討を行う。また、「独立行

政法人の事務・事業の見直しの基本方

針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）

に基づく労働大学校の国への移管に

ついても準備を進める。 

 

（２） 質の高い労働政策研究の実施の

ため、専任職員のいない課を削減する

とともに、労働行政担当職員研修（労

働大学校）を国に移管することに伴

い、間接部門の業務量が削減されるこ

とを踏まえ、重複業務の一元化及び事

務処理の一層の効率化を進めること

により、組織の再編と併せて、職員構

成を含め業務量に見合った運営体制

の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 効率的かつ効果的な業務運営体制

の整備 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質の高い労働政策研究の実施のため、

専任職員のいない課を削減するととも

に、間接部門の縮減による内部組織の合

理化を図り、平成 25 年度の常勤職員数

から 5人以上削減し、職員構成を含めた

組織再編に取り組む。 
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止するとともに、外部委託や非常勤職

員を最大限活用した徹底的な業務の

見直しを行い、調査員の担う業務は真

に必要なものに厳選し、併せて要員に

ついても適正規模に縮減すること。 

 

３ （略） 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する事項 

 

 

通則法第29条第２項第３号の国民に対

して提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する事項は、次のとおりとす

る。 

 

１～４ （略） 

 

５ 労働行政担当職員その他の関係者

に対する研修 

中央・地方で実施する研修の役割分担

を見直し、労働大学校で実施する研修を

重点化するとともに、新たな行政ニーズ

に迅速・的確に対応した研修コース・科

目を設定することなどにより、円滑な労

働行政の推進に貢献する研修を実施す

ること。 

また、研修効果を適切に把握するた

め、これまでの研修終了時における研修

生による評価に加え、研修終了後一定期

こと。 

 

 

 

 

 

３ （略） 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する事項 

 

 

通則法第29条第２項第３号の国民に対

して提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する事項は、次のとおりとす

る。 

 

１～４ （略） 

 

５ 労働行政担当職員その他の関係者

に対する研修 

中央・地方で実施する研修の役割分担

を見直し、労働大学校で実施する研修を

重点化するとともに、新たな行政ニーズ

に迅速・的確に対応した研修コース・科

目を設定することなどにより、円滑な労

働行政の推進に貢献する研修を実施す

ること。 

また、研修効果を適切に把握するた

め、これまでの研修終了時における研修

生による評価に加え、研修終了後一定期

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

 

業務の質の向上に資するため、業務全般

を通じて以下の措置を講ずる。 

 

（略） 

 

１～４ （略） 

 

５ 労働行政担当職員その他の関係者

に対する研修 

（１） （略） 

 

（２）研修と研究の連携 

研究員が研修に参画するなど研修

の場を通じて、また、研修生に対する

ニーズや問題意識等に関するアンケ

ート調査の実施等を通じて、労働行政

の現場で生じている問題や第一線の

労働行政機関の担当者の問題意識を

吸い上げ、研究に活かす。 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

 

業務の質の向上に資するため、業務全般

を通じて以下の措置を講ずる。 

 

（略） 

 

１～４ （略） 

 

５ 労働行政担当職員その他の関係者

に対する研修 

（１） （略） 

 

（２）研修と研究の連携 

研究員が研修に参画するなど研修

の場を通じて、また、研修生に対する

ニーズや問題意識等に関するアンケ

ート調査の実施等を通じて、労働行政

の現場で生じている問題や第一線の

労働行政機関の担当者の問題意識を

吸い上げ、研究に活かす。 
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間経過後における当該研修生の上司に

よる評価を新たに導入すること。 

さらに、労働行政担当職員研修（労働

大学校）を国に移管することとし、移管

後においても、機構が実施する労働政策

に関する調査研究と労働大学校で実施

する研修との相乗効果を維持するため

の取組を推進すること。 

特に次の具体的な目標の達成を図る

こと。 

 

イ 研修生に対するアンケート調査

により、毎年度平均で85％以上の者

から有意義だったとの評価を得る

こと。 

ロ 当該研修生の上司に対する事後

調査により、毎年度平均で85％以上

の者から役立っているとの評価を

得ること。 

 

 

 

 

第４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

間経過後における当該研修生の上司に

よる評価を新たに導入するとともに、引

き続き、機構が実施する労働政策に関す

る調査研究と労働大学校で実施する研

修との相乗効果を高めるための取組を

推進すること。 

特に次の具体的な目標の達成を図る

こと。 

 

 

 

イ 研修生に対するアンケート調査

により、毎年度平均で85％以上の者

から有意義だったとの評価を得る

こと。 

ロ 当該研修生の上司に対する事後

調査により、毎年度平均で85％以上

の者から役立っているとの評価を

得ること。 

 

 

 

 

第４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に、職業指導等に関する研究など

第一線の業務に密接に関連する分野

の研究については、研修の実施に積極

的に参画しつつ、研究を実施する。 

なお、労働大学校の国への移管後

も、機構が実施する労働政策に関する

調査研究と労働大学校で実施する研

修との相乗効果を維持するための取

組を実施する。 

 

（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ （略） 

 

第３～第４ （略） 

 

 

第５ 不要財産又は不要財産となること

が見込まれる財産がある場合には、当該

財産の処分に関する計画 

 

労働大学校の土地建物等については、労

働大学校の国への移管時に国庫納付する。 

特に、職業指導等に関する研究など

第一線の業務に密接に関連する分野

の研究については、研修の実施に積極

的に参画しつつ、研究を実施する。 

また、引き続き、機構が実施する労

働政策に関する調査研究と労働大学

校で実施する研修との相乗効果を高

めるための取組を実施する。 

 

 

（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ （略） 

 

第３～第４ （略） 

 

 

第５ 不要財産又は不要財産となること

が見込まれる財産がある場合には、当該

財産の処分に関する計画 

 

 職員借上宿舎の不動産賃貸借契約の解

約に伴う差入敷金の返還金である現金及



独立行政法人労働政策研究・研修機構 第３期中期目標・中期計画の新旧対象表 
中期目標（第３期） 中期計画（第３期） 

現 行 改正案 現 行 改正案 
 

- 5 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

第６～第８ （略） 

 

 

第９ 人事に関する計画 

 

１ （略） 

 

２ 人員の指標 

期末の常勤職員数について第２期末

の常勤職員数（労働大学校が国へ移管さ

れた場合は、労働大学校に係る常勤職員

数を除く）を上限とする。 

（参考）平成 23 年度末の常勤職員数

114 人 

 

 

第１０ 【別添１参照】 

 

 

第１１ （略） 

 

 

 

別紙１ （略） 

 

別紙２ 【別添２参照】 

び預金の不要財産は国庫納付する。 

 

 １ 国庫納付見込額 2,739 千円 

２ 出資又は支出の形態 出資金 

 

 

第６～第８ （略） 

 

 

第９ 人事に関する計画 

 

１ （略） 

 

２ 人員の指標 

期末の常勤職員数について平成 25 年

度の常勤職員数から 5 人以上削減する。 

 

 

（参考）平成 25年度の常勤職員数114

人 

 

 

第１０ 【別添１参照】 

 

 

第１１ （略） 

 

 

 

別紙１ （略） 

 

別紙２ 【別添２参照】 
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別紙３ （略） 

 

別紙４ 【別添３参照】 

 

 

別紙３ （略） 

 

別紙４ 【別添３参照】 
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【別添１】 

 
現 行 改正案 

 

第１０ 施設・設備に関する計画 

 

独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務の確実かつ円滑な遂行を図るため、

施設の老朽化等を勘案し、計画的な改修、更新等を進める。 

 

（参考） 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

（法人本部） 

建築工事 

電気設備工事 

機械設備工事 

空調設備工事 

（労働大学校） 

建築工事 

電気設備工事 

機械設備工事 

空調設備工事 

給排水衛生設備工事 

 

 

９７０ 

 

 

施設整備費補助金 

（注）上記の計画については、業務実施状況、予見しがたい事情等を 

勘案し、施設整備を追加又は予定額を変更することがあり得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０ 施設・設備に関する計画 

 

独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務の確実かつ円滑な遂行を図るため、

施設の老朽化等を勘案し、計画的な改修、更新等を進める。 

 

（参考） 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

（法人本部） 

建築工事 

電気設備工事 

機械設備工事 

空調設備工事 

（労働大学校） 

建築工事 

電気設備工事 

機械設備工事 

空調設備工事 

給排水衛生設備工事 

耐震補強工事 

 

 

９６３ 

 

 

施設整備費補助金 

（注）上記の計画については、業務実施状況、予見しがたい事情等を 

勘案し、施設整備を追加又は予定額を変更することがあり得る。 
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【別添２】 

現 行 改正案 
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【別添３】 

現 行 改正案 
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